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衆議院経済産業委員会ニュース 

平成 29.4.7 第 193 回国会第６号 

 

4 月 7日（金）、第６回の委員会が開かれました。 

 

１ 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法の一部を改正する法律案（内閣提出第９号） 

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。 

（参考人）東京電力ホールディングス株式会社代表執行役社長 廣 瀬 直 己君 

     電気事業連合会会長               勝 野   哲君 

     全国電力関連産業労働組合総連合会長       岸 本   薫君 

     慶應義塾大学特任教授              遠 藤 典 子君 

     株式会社エネット代表取締役社長         武 田   勉君 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

高 木 宏 壽君（自民） 

・中長期にわたる廃炉費用を確実に確保するための廃炉

等積立金制度の創設について、廣瀬参考人の認識を伺

いたい。 

・電力小売全面自由化を柱とする電力システム改革の進

展について、原子力事業における変化及び原子力事業

者としての対応方針に対する勝野参考人の考え方を伺

いたい。 

 

高 木 美智代君（公明） 

・東京電力ＨＤの経営改革の具体的な実行方法及び実現

可能性について、遠藤参考人の見解を伺いたい。 

・廃炉等積立金制度の実施に際しては、国、原子力損害

賠償・廃炉等支援機構及び東京電力ＨＤの３者が情報

公開と説明責任を果たして、透明性を高めることが重

要であるとの考えに対する廣瀬参考人及び勝野参考人

の見解を伺いたい。 

 

近 藤 洋 介君（民進） 

・長期にわたる廃炉作業において、現場のモチベーショ

ン維持が重要だと考えるが、その点も含めて労働組合

が廃炉作業において果たす役割について、岸本参考人

の認識を伺いたい。 

・一般負担金の「過去分」の回収について、政府は説明

責任を電力会社に押し付けているように見えるが、勝

野参考人の見解を伺いたい。 

 

 

 

真 島 省 三君（共産） 

・一般負担金の「過去分」の託送料金による回収につい

て、新電力の立場でどのように受け止めているか、武

田参考人の見解を伺いたい。 

・東京電力福島第一原子力発電所作業員の賃金が元請・

下請け等により中抜きされている問題について、工事

発注主である東京電力ＨＤはどのように認識し、また、

どのように取り組んでいるのか、廣瀬参考人の見解を

伺いたい。 

 

木 下 智 彦君（維新） 

・企業価値の向上を図りつつ、廃炉の実施計画を履行す

る上で、東京電力ＨＤが維持すべき電力販売量のシェ

アについて、廣瀬参考人の見解を伺いたい。 

・廃炉事業を事業として成立させるためには国の資産で

行うべきであり、作業チームの編成も国が受け皿をつ

くるべきと考えるが、岸本参考人の見解を伺いたい。 

 

 


